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要旨

厚生労働省は医療依存度が高い児が地域で生活できる政策を提言した。その結果、訪問看護を受ける小児は年々増加している。

本研究の目的は大分県内の在宅療養児の訪問看護の実態を明らかにし、課題を検討することである。大分県内の小児の訪問看護

を実施している訪問看護ステーションの管理者を対象に質問紙調査を実施した。62人の小児が訪問看護を利用していた。実施され
ている医療的ケアは経管栄養・胃瘻64.5％、気管内吸引58.1％であった。看護ケアは全身状態の管理が100％の施設で行われて
いた。レスパイトケアの割合は55.6％、受診同行の割合は27.8％であり、実施率は低かった。大分県では約2割の施設が小児の
訪問看護を実施していた。サービス可能な施設を増加させることと、サービスの地域差をなくすことが必要である。レスパイトケア

や受診同行の支援が今後の課題である。

Abstract
The Ministry of Health, Labour and Welfare has proposed a policy in which medical support communities are 

chosen where infants with high medical dependence can live. As a result, the number of children undergoing home-
visit nursing care is increasing year by year. The purpose of this study was to clarify the realities of home-visit nursing 
care for children in Oita Prefecture and was to consider the challenges. An inventory survey was performed for the 
managers of the home-visit nursing care stations that carry out home-visit nursing care for the children in Oita. Sixty-
two children were using home-visit nursing care. The medical care, that was implemented, involved tubal feeding 
gastric fi stula, which 64.5% of the children received, and endotracheal suction, which 58.1% of the children received. 
100% of the facilities managed general conditions. The proportion of respite care was 55.6%, and the proportion of 
consultation assistance was 27.8%, which was a low implementation rate. About 20% of the facility had conducted a 
home-visit nursing care for children in Oita Prefecture. Increasing the serviceable facilities and eliminating the regional 
differences in the service are required. Respite care support and consultation assistance are challenges for the future.
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1. 緒言
厚生労働省は、平成15年「医療体制の改革ビ
ジョン」の中で、医療依存度が高い小児が地域で

生活できる政策を提言し、地域医療連携、在宅支

援機能の強化に取り組んでいる。その結果、医療

保険を利用して訪問看護を受ける0歳～9歳の小

児の利用者は、平成13年度842人であったのに
対し、平成21年度には2,928人と増加しているこ
とが報告されている（厚生労働省 2011）。平成19
年に日本小児科学会倫理委員会が8府県で行った
20歳未満の超重症心身障がい児（以下、超重症児）
についての調査によると、超重症児の70％が在
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宅療養中であるが、訪問診療を受けている小児は

7％、訪問看護を受けている小児は18％で、ホー
ムヘルパーを利用しているのは12％である。す
なわち、医療依存度の高いほとんどの超重症児が、

家族の力だけで在宅療養をしている（前田 2012）。
近年、小児と家族のQOLを重視する考えや、在
宅療養を可能とする人工呼吸器などの機器の開発、

訪問看護ステーションでの小児の受入数の増加な

どにより、地域で生活する小児は増加している。

しかし、医療依存度の高い小児は、生命の危機に

直結しやすいため、家族は不断の緊張状態におか

れ、身体的・精神的な疲弊を感じている。従って、

このような小児の地域での暮らしを身近に支える

役割として、訪問看護師が期待されている（下地 
2010）。地域に密着している訪問看護ステーショ
ンで小児訪問看護を実施し、介護者の負担の軽減

や、関連機関とのネットワークづくり、時にはよ

き相談相手となるような小児訪問看護の普及を期

待したいが、現状は難しい状況であり、その実態

は把握されていない（古田 2008）。大分県内でも
同様に、訪問看護を利用している小児の数や訪問

看護の実施状況は把握されていない。

本研究の目的は、大分県内の訪問看護を受ける

在宅療養児の状況、小児の訪問看護の実施状況や

関連機関との連携の状況を明らかにして、今後の

課題を検討することである。

2. 研究方法

2. 1 調査期間および対象者
調査期間は平成25年9月～10月であった。対
象者は、大分県内で小児の訪問看護を実施してい

る訪問看護ステーションの管理者とした。

2. 2 調査手順
調査は、先行文献を参考に独自に作成した無記

名の自記式質問紙法を用いて、実施した。公益社

団法人大分県看護協会のホームページの情報より、

県内の101施設の訪問看護ステーションを確認し
た。その内、小児の訪問看護の記載がある28施
設に電話で実施の有無を確認した結果、19施設
が小児の訪問看護を実施していた。19施設の訪
問看護ステーションの管理者に電話で内諾を頂き、

研究の趣旨を記載した協力依頼文や質問紙を郵送

した。管理者には同意書に署名捺印し、同意書と

回答用紙を返送するよう依頼した。

2. 3 調査項目
調査は、先行文献を参考に、自記式質問紙を作

成し実施した。調査項目は、基本属性（訪問看護

ステーションの設置形態、小児の訪問看護実施年

数、小児看護の経験のある看護師数、訪問看護ス

テーションで働く看護師の人数、小児の訪問看護

の利用者数、利用者の年齢・人数、訪問看護の依

頼元、利用者の主疾患・人数）8項目、小児の訪
問看護で実施している処置・ケアについて12項
目、小児の訪問看護で実施している看護ケアにつ

いて16項目、他職種との連携状況について7項目、
計43項目とした。訪問看護で実施している看護
ケア、他職種との連携に対しては「よくする」から

「しない」までの4段階のリッカート法で回答を求
めた。

2. 4 分析方法
基本属性、小児の訪問看護で実施している処置・

ケア、小児の訪問看護で実施している看護ケアに

ついては記述統計で、他職種との連携状況につい

ては、訪問看護ステーションの設置形態、小児の

訪問看護実施年数で2群に分け、χ2検定（Fisher
の直接法）を行った。4段階で回答を求めた「他
職種との連携」「現在行っている看護」について

は、「よくする」と「時々する」を「する群」とし、「あ

まりしない」と「しない」を「しない群」に再分類し、

比較した。データの集計は統計ソフトSPSS ver. 
20.0を使用し、有意水準を5％とした。

2. 5 倫理的配慮
本研究への協力は、対象者の自由意思と任意性

に基づいて行われることを文書で説明した。また、

収集したデータは厳重に保管し、協力して頂いた

個人が特定できないようプライバシーの保護を遵

守した。収集したデータは分析後速やかにデータ

を破棄すること、調査結果は研究以外の目的では

使用しないこと、同意書と回答の返信により承諾

を得たとすることを文書で説明した。本研究は、

大分県立看護科学大学研究倫理安全委員会の承認

を得て実施した（承認番号 : 818）。

2. 6 用語の定義
訪問看護ステーションの設置形態は、「併設型」

と「独立型」とした。「併設型」は、医療機関または
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介護保険施設（介護老人保健施設もしくは介護老

人福祉施設）と併設している施設であり、「独立型」

は、医療機関などに属さず訪問看護ステーション

のみで独立採算制をとる施設である。

訪問看護ステーションを小児の訪問看護の開始

からの実施年数により、「5年以下群」と「6年以上
群」に分類した。「5年以下群」は小児の訪問看護
を開始して5年以下である群、「6年以上群」は開
始してから6年以上経過している群とした。

3. 結果

3. 1 対象施設の概要
大分県内の訪問看護ステーション101施設の
うち、小児の訪問看護を実施している19施設に
質問紙を配布し、18部（94.7％）の回答が得られ
た。19施設を市町村別にみると、中津市が3か所、
宇佐市が3か所、大分市が7か所、別府市が2か
所、臼杵市が1か所、津久見市が1か所、佐伯市
が2か所であった。豊後大野市、竹田市、日田市
など県西部や国東市など県北東部では小児の訪問

看護を行っているステーションがなく、地域差が

みられた。回収した回答はすべてを有効回答とし

た。対象施設の概要を表1に示した。
ステーションの設置形態は、医療機関併設型

が6施設（33.3％）、介護保険施設併設型が2施設
（11.1％）、独立型が10施設（55.6％）であった。小
児の訪問看護の実施年数は平均が7.06 ± 6.22年
であり、5年以下群が10施設（55.6％）、6年以上
群が8施設（44.4％）であった。1施設における小
児看護の経験のある看護師の人数は、平均が2.33 

± 1.94人であり、0～3人が13施設（72.2％）、4
人以上が5施設（27.8％）であった。1施設のステー
ションで働く看護師の人数は、平均が7.17 ± 5.18
人であり、0～4人が6施設（33.3％）、5～9人が
8施設（44.4％）、10～14人が2施設（11.1％）であっ
た。1施設における小児の訪問看護の利用者数は、
平均が3.44 ± 4.2人（最少1人、最多18人）であり、
1～3人が13施設（72.2％）、4～6人が3施設（16.7％）
であった。

3. 2 小児の訪問看護の利用状況
小児の訪問看護の利用状況について表2に示し

た。対象18施設で計62人の小児が訪問看護を利
用していた。利用する小児の年齢は平均が5.87 
± 4.58歳であり、0～3歳が24人（38.7％）、4～
7歳が17人（27.4％）、8～11歳が12人（19.4％）、
12～15歳が5人（8.1％）であった。利用する小
児の主疾患は、「脳・神経系疾患」が最も多く20
人（32.3％）であり、次いで「脳性麻痺」が12人
（19.4％）、「染色体異常」が10人（16.1％）、「低
出生体重児」が4人（6.5％）、「呼吸器疾患」が4人
（6.5％）などであった。訪問看護の依頼元は、「病
院NICU・小児科」が最も多く54人（87.1％）であ
り、次いで「家族」が5人（8.1％）、「保健所・保健
センター」が2人（3.2％）などであった。

表1. 対象施設の概要 （n = 18）

表2. 小児訪問看護の利用者の状況 （n = 62）
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実施されている処置・ケアの内容について表3
に示した。「経管・胃瘻栄養管理」が最も多く40
人（64.5％）であり、次いで「気管内吸引の実施」が
36人（58.1％）、「気管切開管理」が30人（48.4％）、
「人工呼吸器管理」が21人（33.9％）、「酸素療法管
理」が18人（29.0％）などで、医療依存度が高い小
児が多かった。

3. 3 小児の訪問看護における看護ケア
対象施設における看護ケアの実施状況は表4に
示した。<直接的ケア>である「全身状態の管理」
は全施設で実施されていた。また、「日常生活援助」

は17施設（94.4％）が実施し、「リハビリテーショ
ン」は16施設（88.9％）が実施していた。<家族支

援>では「育児指導・相談」は17施設（94.4％）、「家
族と小児の関わり方のアセスメント」は16施設
（88.9％）、「家族の障害受容の過程のアセスメン
ト」は16施設（88.9％）、「家族の小児に対する気持
ちを継続的に聞く」は16施設（88.9％）、「家族の
ストレス・恐れに対するケア」は16施設（88.9％）、
「療育指導・相談」は15施設（83.3％）、「小児と親
の相互作用への助言」は15施設（83.3％）が実施し
ていた。一方、<家族支援>に含まれる「レスパイ
トケア」は10施設（55.6％）、「受診同行」は5施設
（27.8％）と実施率が低かった。<情報提供・連絡
調整>である「医療器具の管理」は16施設（88.9％）、
「緊急時の連絡調整」は16施設（88.9％）、「有効
な社会資源を活用できるような支援」は15施設
（83.3％）、「各種手続きの助言」は14施設（77.8％）
が実施していた。

3. 4 他職種との連携状況
対象施設の「他職種との合同カンファレンス」

は16施設（88.9％）、「入院していた病院のスタッ
フやかかりつけ医との連携や情報交換」は13施設
（72.2％）、「保健師との連携や情報交換」は12施
設（66.7％）、「他ステーションとの連携や情報交
換」は12施設（66.7％）、「福祉施設との連携や情
報交換」は8施設（44.4％）で実施していた。
ステーションの設置形態別に比較したもの

を、表5に示した。「他職種との合同カンファレ
ンス」は、併設型が6施設（75.0％）、独立型は10

施設（100.0％）が実施してい
た。「入院していた病院のス

タッフや、かかりつけ医との

連携や情報交換」は、併設型が

4施設（50.0％）独立型は9施設
（90.0％）が実施していた。「保
健師との連携や情報交換」は、

併設型が4施設（50.0％）、独立
型は8施設（80.0％）が実施して
いた。「他ステーションとの連

携や情報交換」は、併設型が3
施設（37.5％）、独立型は9施設
（90.0％）が実施しており有意
差がみられた（p < 0.05）。「福
祉施設との連携や情報交換」は、

併設型が2施設（25.0％）、独立

表3. 小児の訪問看護で行っている処置・ケア （複数回答）

表4. 小児の訪問看護における看護ケア （n = 18）
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型は6施設（66.7％）が実施していた。「児の通う
支援学校との連携や情報交換」は、併設型が2施
設（28.6％）、独立型は2施設（25.0％）が実施して
いた。

小児の訪問看護の開始からの実施年数で比較

したものを、表6に示した。「他職種との合同カ
ンファレンス」は、5年以下群が10施設（100.0％）、
6年以上群は6施設（75.0％）が実施していた。「入
院していた病院のスタッフや、かかりつけ医との

連携や情報交換」は、5年以下群が8施設（80.0％）、
6年以上群は5施設（62.5％）が実施していた。「保
健師との連携や情報交換」は、5年以下群が9施
設（90.0％）、6年以上群は3施設（37.5％）が実
施しており有意差がみられた（p < 0.05）。「他ス
テーションとの連携や情報交換」は、5年以下群
が8施設（80.0％）、6年以上群は4施設（50.0％）が
実施していた。「福祉施設との連携や情報交換」

は、5年以下群が5施設
（55.6％）、6年以上群は
3施設（37.5％）が実施し
ていた。「児の通う支援

学校との連携や情報交

換」は、5 年以下群が2
施設（25.0％）、6年以上
群は2施設（28.6％）が
実施していた。

4. 考察

4. 1 在宅小児の訪問看
護の実態

医療依存度の高い小

児がよりよく地域で生

活していくには、訪問

看護ステーションの役

割は欠かせない存在で

ある（及川 2003）。全国
の看護協会の訪問看護

ステーション 161施設
を対象とした研究によ

ると、62施設が小児の
訪問看護を実施してお

り、利用する小児の主

疾患は脳・神経系疾患

が最も多く、次いで脳

性麻痺、先天異常が多いこと、吸引や経管栄養、

酸素療法が実施されていたことが報告されている

（谷口 他 2005）。大分県内の訪問看護ステーショ
ンのうち小児の訪問看護を実施しているのは約2
割弱であり、全国調査の約4割という結果と比較
すると少ない。しかし、小児の主な疾患や、実施

されている処置・ケアの内容は、同様であった。

対象の18施設中5割強が小児の訪問看護を開始
してから5年以下であり、大分県では近年小児の
訪問看護を実施するステーションが増加したと考

えられる。

訪問看護制度は、昭和58年に老人保健法が施
行され、初めて法的に位置づけられた。その後、

健康保険法の改正などを経て対象が拡大され、平

成12年の介護保険法の施行により、介護保険お
よび医療保険の双方に対応する訪問看護制度が整

表5. 設置形態別（併設型・独立型）の多職種との連携状況 （n = 18）

 

表6. 小児の訪問看護の開始からの実施年数別（5年以下群・6年以上群）の多職種との
連携状況 （n = 18）
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備された。平成21年6月の報告では、訪問看護
ステーションによる訪問看護の対象者は75％が
高齢者の介護保険による利用であった。残りの

25％が医療保険による利用であるが、そのうち
3.7％を小児（0～9歳）の利用者が占める（厚生労
働省 2011）。訪問看護ステーションのうち半数は、
得意分野を限らず、幅広い対象者に対応している

が、小児を得意とするステーションは5％とわず
かである（池崎 他 2011）。小児の訪問看護では対
象者が重症であり、小児領域における専門的な知

識や技術等が必要である。訪問看護師には医療的

ケアの実践能力だけでなく、重症児の成長や発達

を理解した看護ケアの実践能力が求められる。し

かし、大分県では小児の訪問看護の利用者が1施
設あたり1～3人であるステーションが約7割で
あり、訪問看護師の中でも小児看護の経験のある

看護師は約3割と少ない。
訪問看護は高齢者を中心に制度化されてきたが、

ようやく小児の在宅療養者にも目が向けられてき

た。平成24年度から小児在宅医療をより一層充
実させるために、在宅小児経管栄養法指導管理料

の新設や、長時間訪問看護の対象が人工呼吸器を

装着していない超重症児・準重症児にも拡大され

るなど、診療報酬が改定された。しかし、保険で

カバーされる医療材料や衛生材料の提供ができる

機関が限られており、活動に不都合を生じてい

る。また、訪問看護ステーションの経営課題とし

て、経営の安定化、効率化が図れるよう事業所の

規模拡大が望ましい（青木 2013）と指摘されてお
り、大分県では看護師10人以下の小規模施設が
多いことが、経営的な視点からの課題と考えられ

る。

医療処置を継続しながら在宅療養を行う小児の

場合は、個別的なケアや地域社会との連携は必須

であり、医療と福祉の連携が不備であると在宅医

療の環境は劣悪となる（緒方 2013）。大分県にお
ける訪問看護の依頼元は、病院NICU・小児科か
らの依頼が約9割と大部分を占めており、病院が
情報提供の窓口となり関係機関への紹介や地域連

携を図る役割を果たしている。その他に、家族か

らの直接の依頼や、保健所・保健センターからの

依頼もあるため、対象者や関係者に小児の訪問看

護の活動を広報することにより、利用者が増加す

ることが期待できる。利用を希望する対象者が

サービスを利用できるよう、小児の訪問看護が可

能な施設を増加させ、地域差をなくすことが必要

である。

4. 2 小児の訪問看護で実施している看護ケア
大分県内の小児の訪問看護では、<直接的ケア

>である「全身状態の管理」は全施設で実施してお
り、「日常生活援助」も約9割のステーションで実
施していた。医療的ケアを必要とする小児は、日

常的に全身状態の観察、緊急時の判断の他、清潔

や食事などの生活援助も必要であるため、訪問看

護師には小児への<直接的ケア>を実施できる能
力が、求められる。小児の訪問看護師の役割は、

母親をバックアップすること、また、家族を脇か

ら支える在宅療養の伴走者として、家族支援のた

めのケアを中心に提供することである（田辺・林 
2012）。本調査では、<家族支援>に含まれる「育
児指導・相談」や「家族のストレス・恐れに対する

ケア」等も高率に実施されていた。利用する小児

の家族は、在宅での世話の仕方や、小児の症状の

判断、あるいは将来への不安など、ストレスを抱

えていることが予測される。水落ら（2012）は、「母
親は病院から在宅に帰る際、退院初日の不安を強

く感じていた。入院中に子どもの急変の現場を目

のあたりにしており、家に帰ってからも急変する

かもしれないという生命の危機を常に感じてい

た。」と述べている。小児の訪問看護師は、母親の

ニーズに応じて必要な看護を提供することが望ま

れる。

「レスパイトケア」の実施率は5割強であった。
レスパイトケアは、家族が介護から解放され、気

分転換や休養ができる重要な支援である。対象の

18施設のうち約半数が実施しており、レスパイ
トケアが拡大されつつあるが、まだ十分ではない。

「受診同行」の実施率は3割弱であった。小児が人
工呼吸器を装着していたり、吸引を必要とする場

合は、受診時に人手が多く必要である。利用者の

2時間を超える訪問看護サービスの利用ニーズは
高いが（厚生労働省 2011）、訪問看護師による受
診同行の実施率が低い要因に、訪問看護サービス

の時間制限があると推察され、今後の課題である

と考える。

4. 3 小児の訪問看護と他職種との連携状況と課題
小児の訪問看護を円滑にする要件は、入院して
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いた病院のスタッフとの連携・情報交換や、退院

前の合同カンファレンスの実施だと報告されてい

る（谷口 他 2005）。本調査結果では「他職種との
合同カンファレンス」は9割弱、「入院していた病
院のスタッフや、かかりつけ医との連携や情報

交換」は7割強と高率に実施されていた。このこ
とから、小児の訪問看護を円滑にする要件が認識

され連携が図られていると言える。一方、「児の

通う支援学校との連携や情報交換」は3割弱であ
り、訪問看護師による支援学校との連携の実施率

は低い傾向にある。医療的ケアを必要とする子ど

もは学校での体調管理やケア提供が必要であるた

め、在宅で看護介入を行う訪問看護師と学校関係

者との連携が今後の課題である。

小児は様々な健康状態・発達段階にあり、多様

なニーズに対応していくには訪問看護だけでは

支えきれない（田辺・林 2012）。今回の調査では、
独立型で小児の訪問看護の開始から時間が経過し

ていない施設ほど、他機関との連携や情報交換を

しており、併設型では情報交換の実施が少ない

傾向にある。これは関連施設を持たない新しい施

設ほど連携の必要性を感じ、併設型では病院や施

設などの職員による支援があるため、連携の必要

性を感じていないのではないかと推測する。また、

5年以下群では保健師との連携や情報交換をする
割合が多く、6年以上群ではしない群の割合が高
い。諸制度に詳しい保健師が積極的に相談を受け

ることで家族はより安定した生活を送ることがで

きる（谷口 他 2004）ため、開設からの実施年数が
少ない施設ほど、マネージメントを行う保健師と

の連携の必要性を感じており、地域の調整役とし

て保健師に期待していた。

独立型の施設ほど他訪問看護ステーションとの

連携や情報交換をしていた。1か所の訪問看護ス
テーションでは十分に対応できない場合があるた

め、可能であれば複数の施設が連携して訪問する

ことが望ましい（望月 2010）、という報告がある。
複数の訪問看護ステーションが関わることで、訪

問日の調整や緊急時の対応など、様々なニードに

対応でき、施設の負担は軽減される（望月 2010）。
大分県では、訪問看護ステーション間の連携を図

り、利用者の在宅ケアを支援するシステムとして、

平成8年に連絡協議会が設立された。今後も連絡
協議会を通し、連携の強化を図ることが課題と考

える。

5. 結語
大分県では約2割弱の訪問看護ステーションが、

小児の訪問看護を実施しており、調査対象の18
施設において62人の小児が、訪問看護を利用し
ていた。小児の訪問看護の実施率は低く、地域的

な差が見られた。今後、小児の訪問看護を周知し

普及させること、地域差をなくすこと、レスパイ

トケアや受診同行の拡大の検討が必要である。ま

た、小児の多様なニーズに対応するには、1か所
の訪問看護ステーションだけでは支えきれないた

め、ステーション間や他職種との連携や情報交換

を行う必要がある。

6. 研究の限界
今回の調査は、訪問看護ステーションの管理者

を対象とし実態を調査したが、訪問看護を実施し

ている看護師や利用者のニーズを反映した結果で

はないため、今後は訪問看護師や小児の訪問看護

の利用者を対象として調査する必要がある。
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